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(57)【要約】
【課題】スライド操作部材をスムーズにスライド操作し
続けることができる操作性のよい可撓性内視鏡用片開き
式バイポーラ型高周波処置具を提供すること。
【解決手段】可撓性シース１の基端から操作部１０内に
延出する静止側導電線３Ｂの基端部分に補強パイプ１６
Ｂを固定的に被覆又は接続すると共に、静止側導電線３
Ｂを通過させる貫通孔１５Ｂをスライド操作部材１３，
１４に形成して、補強パイプ１６Ｂが緩く挿通される保
護パイプ１７を貫通孔１５Ｂから可撓性シース１の基端
側に向かって突出する状態にスライド操作部材１３，１
４に取り付け、高周波電極２Ａ，２Ｂを開閉させるため
のスライド操作部材１３，１４の全スライド範囲におい
て、補強パイプ１６Ｂが保護パイプ１７内から突出しな
いように設定した。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可撓性シースの先端に配置された片開きの一対の高周波電極に個別に接続された可動側
導電線と静止側導電線とが上記可撓性シース内に挿通配置されて、上記可撓性シースの基
端に連結された操作部に、上記可動側導電線を軸線方向にスライド操作するためのスライ
ド操作部材が設けられた可撓性内視鏡用片開き式バイポーラ型高周波処置具において、
　上記可撓性シースの基端から上記操作部内に延出する上記静止側導電線の基端部分に補
強パイプを固定的に被覆又は接続すると共に、上記静止側導電線を通過させる貫通孔を上
記スライド操作部材に形成して、上記補強パイプが緩く挿通される保護パイプを上記貫通
孔から上記可撓性シースの基端側に向かって突出する状態に上記スライド操作部材に取り
付け、上記高周波電極を開閉させるための上記スライド操作部材の全スライド範囲におい
て、上記補強パイプが上記保護パイプ内から突出しないように設定したことを特徴とする
可撓性内視鏡用片開き式バイポーラ型高周波処置具。
【請求項２】
　上記可撓性シースとして、上記可動側導電線と上記静止側導電線とを個別に挿通するた
めの複数の孔が全長にわたって並んで形成されたマルチルーメンチューブが用いられ、上
記可動側導電線が、上記マルチルーメンチューブ内から軸線と平行方向に真っ直ぐに上記
操作部内に引き出されて曲げられることなく上記スライド操作部材に固定されている請求
項１記載の可撓性内視鏡用片開き式バイポーラ型高周波処置具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は可撓性内視鏡用片開き式バイポーラ型高周波処置具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　先端に設けられた一対の高周波電極のうち一方だけを駆動して開閉させる片開き式バイ
ポーラ型高周波処置具は、動作の安定性と安全性の高さ等から可撓性内視鏡の処置具挿通
チャンネルを経由して行われる粘膜切開等における使用価値が認められてきている。
【０００３】
　そのような可撓性内視鏡用片開き式バイポーラ型高周波処置具は、可撓性シースの先端
に配置された片開きの一対の高周波電極に個別に接続された可動側導電線と静止側導電線
とが可撓性シース内に挿通配置されて、可撓性シースの基端に連結された操作部に、可動
側導電線を軸線方向にスライド操作するためのスライド操作部材が設けられた構成をとる
ことになる。
【０００４】
　しかし、可撓性内視鏡用の片開き式高周波処置具に用いられる操作部としては、これま
でモノポーラ型のためのものは種々案出されているが、バイポーラ型のためのものはぴっ
たりしたものがなく、バイポーラ型高周波スネアのためのもの（例えば、特許文献１）が
あった位である。
【特許文献１】特開平８－８９５１２
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１に記載された操作部を片開き式バイポーラ型高周波処置具に転用すると、全
く駆動する必要のない静止側導電線を通過させるための孔をスライド操作部材に形成して
、スライド操作部材をスライド操作したときにスライド操作部材が静止側導電線に沿って
進退する構成になる。
【０００６】
　ただし、単純にそのような構成すると静止側導電線が撓んでスライド操作部材に引っ掛
かってしまう場合があるので、可撓性シースの基端から操作部内に延出する静止側導電線
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の基端部分に補強パイプを固定的に被覆又は接続する必要がある。
【０００７】
　しかし、補強パイプを静止側導電線に被覆又は接続しても、静止側導電線が高周波電源
コード側から引っ張られたりして補強パイプに曲がりが発生すると、今度はスライド操作
部材のスライド操作に対し曲がった補強パイプとの接触による大きな抵抗が発生して、操
作性が著しく悪くなってしまう。
【０００８】
　本発明は、スライド操作部材をスムーズにスライド操作し続けることができる操作性の
よい可撓性内視鏡用片開き式バイポーラ型高周波処置具を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記の目的を達成するため、本発明の可撓性内視鏡用片開き式バイポーラ型高周波処置
具は、可撓性シースの先端に配置された片開きの一対の高周波電極に個別に接続された可
動側導電線と静止側導電線とが可撓性シース内に挿通配置されて、可撓性シースの基端に
連結された操作部に、可動側導電線を軸線方向にスライド操作するためのスライド操作部
材が設けられた可撓性内視鏡用片開き式バイポーラ型高周波処置具において、可撓性シー
スの基端から操作部内に延出する静止側導電線の基端部分に補強パイプを固定的に被覆又
は接続すると共に、静止側導電線を通過させる貫通孔をスライド操作部材に形成して、補
強パイプが緩く挿通される保護パイプを貫通孔から可撓性シースの基端側に向かって突出
する状態にスライド操作部材に取り付け、高周波電極を開閉させるためのスライド操作部
材の全スライド範囲において、補強パイプが保護パイプ内から突出しないように設定した
ものである。
【００１０】
　なお、可撓性シースとして、可動側導電線と静止側導電線とを個別に挿通するための複
数の孔が全長にわたって並んで形成されたマルチルーメンチューブが用いられ、可動側導
電線が、マルチルーメンチューブ内から軸線と平行方向に真っ直ぐに操作部内に引き出さ
れて曲げられることなくスライド操作部材に固定されていてもよい。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、高周波電極を開閉させるためのスライド操作部材の全スライド範囲に
おいて、補強パイプが保護パイプ内から突出しないようにしたことにより、スライド操作
を繰り返しても補強パイプに曲がりが発生しないので、スライド操作部材をスムーズにス
ライド操作し続けることができ、優れた操作性を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　可撓性シースの先端に配置された片開きの一対の高周波電極に個別に接続された可動側
導電線と静止側導電線とが可撓性シース内に挿通配置されて、可撓性シースの基端に連結
された操作部に、可動側導電線を軸線方向にスライド操作するためのスライド操作部材が
設けられた可撓性内視鏡用片開き式バイポーラ型高周波処置具において、可撓性シースの
基端から操作部内に延出する静止側導電線の基端部分に補強パイプを固定的に被覆又は接
続すると共に、静止側導電線を通過させる貫通孔をスライド操作部材に形成して、補強パ
イプが緩く挿通される保護パイプを貫通孔から可撓性シースの基端側に向かって突出する
状態にスライド操作部材に取り付け、高周波電極を開閉させるためのスライド操作部材の
全スライド範囲において、補強パイプが保護パイプ内から突出しないように設定する。
【実施例】
【００１３】
　以下、図面を参照して本発明の実施例を説明する。
　図３は可撓性内視鏡用片開き式バイポーラ型高周波処置具の全体構成を示す平面図であ
り、図示されていない内視鏡の処置具挿通チャンネルに挿脱される可撓性シース１は、例
えば四フッ化エチレン樹脂等を材料とするマルチルーメンチューブにより形成されている
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。
【００１４】
　可撓性シース１の先端には、一対の嘴状の高周波電極２Ａ，２Ｂが互いの間が電気的に
隔離された状態に配置されていて、そのうち可動電極２Ａはその基端側を中心に開閉動作
し、固定電極２Ｂは可撓性シース１の先端に対して固定された状態になっている。
【００１５】
　可動電極２Ａには可動側導電線３Ａの先端が接続され、固定電極２Ｂには静止側導電線
３Ｂの先端が接続されていて、可動側導電線３Ａと静止側導電線３Ｂは、可撓性シース１
を形成するマルチルーメンチューブに全長にわたって並んで形成された複数の孔内に互い
に独立して個別に挿通されている。
【００１６】
　操作部１０には、可撓性シース１の基端に連結された操作部本体１１の手元側端部に第
１の指掛け１２が形成されていて、操作部本体１１にスライド自在に取り付けられたスラ
イダ１３（スライド操作部材）に第２と第３の指掛けが形成されている。
【００１７】
　スライダ１３には可動側導電線３Ａが固定的に連結されており、可動側導電線３Ａを基
端側に牽引するようにスライダ１３を矢印Ｃ方向にスライドさせると可撓性シース１の先
端で可動電極２Ａが閉じ方向に駆動され、可動側導電線３Ａを先端側に押し込むようにス
ライダ１３を矢印Ｏ方向にスライドさせると可動電極２Ａが開き方向に駆動される。
【００１８】
　静止側導電線３Ｂは、スライダ１３のスライド動作によって進退しないようにスライダ
１３内を通過している。２０は、そのような可動側導電線３Ａと静止側導電線３Ｂの基端
に取り付けられた接続端子であり、図示されていない高周波電源に接続される。
【００１９】
　図１と図２は、操作部１０の第１の指掛け１２を除く部分の側面断面図であり、図１は
、スライダ１３が矢印Ｏ方向に移動した開状態、図２は、スライダ１３が矢印Ｃ方向に移
動した閉状態である。
【００２０】
　１８は、２本の導電線３Ａ，３Ｂを個別に案内する貫通孔が互いの間に間隔をあけて軸
線と平行方向に形成された電気絶縁材からなる導電線ガイド部材であり、操作部本体１１
に対して一体的に固着されている。
【００２１】
　１４は、操作部本体１１の中間部分をくり抜く状態に形成されたスリット１１ａ内に配
置されて、スライダ１３と一体に移動するようにスライダ１３に係止されたスライド部材
であり、スライダ１３とスライド部材１４とでスライド操作部材が構成されている。
【００２２】
　スライド部材１４には、可動側導電線３Ａが通された第１の貫通孔１５Ａと、静止側導
電線３Ｂが通された第２の貫通孔１５Ｂとが並列に貫通形成されている。可動側導電線３
Ａは第１の貫通孔１５Ａに対して固定されている。
【００２３】
　具体的には、可撓性シース１の基端から操作部１０内に延出する可動側導電線３Ａの基
端部分に、例えばステンレス鋼パイプ材製の第１の補強パイプ１６Ａが被覆及び固着され
て、その第１の補強パイプ１６Ａの突端部分がスライド部材１４の第１の貫通孔１５Ａに
嵌挿固着されている。
【００２４】
　そして、可動側導電線３Ａにはさらに接続端子２０に連なる第１の接続コード２１Ａが
接続固着されて、スライダ１３より手元側（図において右方）に延出している。なお、第
１の補強パイプ１６Ａが可動側導電線３Ａの基端とスライド部材１４（及び第１の接続コ
ード２１Ａ）とを接続する状態に配置されてもよい。
【００２５】
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　第１の貫通孔１５Ａは、可撓性シース１を形成するマルチルーメンチューブの可動側導
電線３Ａが通されている孔の位置にピッタリ合わせて操作部本体１１との位置関係が設定
されており、マルチルーメンチューブ内から軸線と平行方向に真っ直ぐに操作部１０内に
引き出された可動側導電線３Ａが、曲がることなく真っ直ぐにスライド部材１４に固定さ
れた状態になっている。
【００２６】
　その結果、スライダ１３を操作部本体１１に対してスライド操作することにより、可動
側導電線３Ａが軸線方向にスライドして可撓性シース１内に真っ直ぐに出入りし、可撓性
シース１の先端で可動電極２Ａをスムーズに開閉させることができる。
【００２７】
　可撓性シース１の基端から操作部１０内に延出する静止側導電線３Ｂの基端部分にも、
例えばステンレス鋼パイプ材製の第２の補強パイプ１６Ｂが被覆及び固着されている。そ
して、その第２の補強パイプ１６Ｂの突端部分に、接続端子２０に連なる第２の接続コー
ド２１Ｂが接続固着されて、スライド部材１４に形成された第２の貫通孔１５Ｂ内を緩く
通過してスライダ１３より手元側（図において右方）に延出している。なお、第２の補強
パイプ１６Ｂの基端が静止側導電線３Ｂと第２の接続コード２１Ｂとを接続する状態に配
置されてもよい。
【００２８】
　スライド部材１４の第２の貫通孔１５Ｂには、第２の補強パイプ１６Ｂ及び第２の接続
コード２１Ｂが緩く挿通される例えばステンレス鋼パイプ材製の保護パイプ１７が、第２
の貫通孔１５Ｂから左方の可撓性シース１の基端側に向かって突出する状態にスライド部
材１４に固着されている。
【００２９】
　そして、図１に示されるように、第２の補強パイプ１６Ｂと第２の接続コード２１Ｂと
の接続部は、可動電極２Ａを開くためにスライド部材１４が最も押し込まれた状態の時で
も保護パイプ１７内に位置するように、保護パイプ１７との位置関係が設定されている。
【００３０】
　したがって、高周波電極２Ａ，２Ｂを開閉させるためのスライド操作部材１３，１４の
全スライド範囲において、第２の補強パイプ１６Ｂが保護パイプ１７内から突出しないの
で、操作が繰り返されても第２の補強パイプ１６Ｂが曲がることがなく、スライド操作部
材１３，１４をスムーズにスライド操作し続けることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】本発明の実施例の可撓性内視鏡用片開き式バイポーラ型高周波処置具の開状態の
操作部の側面断面図である。
【図２】本発明の実施例の可撓性内視鏡用片開き式バイポーラ型高周波処置具の閉状態の
操作部の側面断面図である。
【図３】本発明の実施例の可撓性内視鏡用片開き式バイポーラ型高周波処置具の全体構成
を示す平面図である。
【符号の説明】
【００３２】
　１　可撓性シース
　２Ａ　可動電極（高周波電極）
　２Ｂ　固定電極（高周波電極）
　３Ａ　可動側導電線
　３Ｂ　静止側導電線
　１０　操作部
　１３　スライダ（スライド操作部材）
　１４　スライド部材（スライド操作部材）
　１５Ｂ　第２の貫通孔
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　１６Ｂ　第２の補強パイプ
　１７　保護パイプ

【図１】 【図２】
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摘要(译)

解决的问题：提供一种用于柔性内窥镜的单开双极高频治疗仪，其具有
良好的可操作性并且能够连续平稳地操作滑动操作构件。 加强管16B固
定地覆盖或连接到从挠性护套1的近端延伸到操作部10的固定侧导线3B
的基端部，并且固定了固定侧导线3B。 在滑动操作部件13、14上形成有
要贯通的贯通孔15B，从该贯通孔15B向挠性护套1的基端侧突出地滑动
有供加强管16B松弛地插入的保护管17。 设置加强管16B，以便在连接
到用于打开和关闭高频电极2A和2B的操作构件13和14的滑动操作构件13
和14的整个滑动范围内，不从保护管17的内部突出。 [选型图]图1
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